
 

資料３ 

 

 

 

 

 

 

本日の説明内容 

 

１．公募要領等の主な変更点等について 

＜文部科学省交付分、日本学術振興会交付分に共通する事項＞ 

（１）科研費の一部基金化について 

（２）科研費による補助の対象とならない経費について 

（３）「系・分野・分科・細目表」の一部変更 

 

＜日本学術振興会交付分に関する事項＞ 

（１）特別推進研究費応募総額の取扱いを明確化 

（２）東日本大震災の影響を受けた研究代表者の重複応募制限の特例 

 

２．科研費に応募するにあたって留意する事項 

＜応募者において特に留意する事項＞ 

（１）研究計画最終年度前年度の応募について 

（２）若手研究（Ａ・Ｂ）の受給回数制限について 

（３）時限付き分科細目の応募に関する注意点 

 

＜研究機関において特に留意する事項＞ 

（１）研究者情報の e-Rad への登録 

（２）研究機関に属している研究者についてのＩＤ・パスワードの確認 

（３）研究機関における公的研究費の管理・監査のガイドライン（実施基準） 

に基づく体制整備等の自己評価チェックリストの提出について 

 

  

平平成成２２４４年年度度  科科学学研研究究費費助助成成事事業業－－科科研研費費－－公公募募要要領領等等

ににつついいてて 



１．公募要領等の主な変更点等について 

 

 【公募要領】 

＜文部科学省交付分、日本学術振興会交付分に共通する事項＞ 

（１）科研費の一部基金化について（公募要領 P１（文科）、P１（学振）） 

平成２３年度から科研費の一部研究種目について基金化したことを明記しました。 

 

（参考）平成２４年度公募要領（抜粋） 
 

平成２３年度から科研費の一部研究種目について、文部科学省から交付される補助金により日本学

術振興会に「学術研究助成基金」を創設し、研究費（学術研究助成基金助成金）を助成する「基金化」

の制度改革をスタートし、複数年度にまたがる研究費の使用を可能としました。今回、日本学術振興

会において公募を行う研究種目のうち、「基盤研究（Ｃ）」、「挑戦的萌芽研究」及び「若手研究（Ｂ）」

の新規採択課題がその対象となります。 

また、学術研究助成基金助成金（以下「科研費（基金分）」という。）と従来の科学研究費補助

金（以下「科研費（補助金分）」という。）をあわせて「科学研究費助成事業」として実施し、「科

研費」と称して取り扱うこととなります。なお、「科学研究費助成事業」は、これまでの「科研費」

の目的・性格を変えるものではありません。 

 

 

また、「基金化」により、採択後において、研究の進捗に応じて、当初の研究計画を変更して研究費

を前倒して使用することや、事前の手続なく研究費を次年度に使用することが可能になります。また、

研究費の執行にあたり、年度をまたぐ物品の調達等が可能になります。 
  

「科学研究費補助金事業」
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（参考）日本学術振興会が今回公募する研究種目一覧（補助金分・基金分） 

  

  
研究種目 

  
科研費（補助金分） 

 
科研費（基金分） 

    
特別推進研究 

 

・全研究課題 

 (新規・継続) 

 

 
  
基盤研究（Ｓ・Ａ・Ｂ）

 

・全研究課題 

 (新規・継続) 

 

 
  

基盤研究（Ｃ） 

 

 

・22年度以前採択 

 研究課題(継続) 

 

・23年度採択研究 

 課題(継続) 

・今回公募分(新規) 
  

挑戦的萌芽研究 

 

 

・22年度以前採択 

 研究課題(継続) 

 

・23年度採択研究 

 課題(継続) 

・今回公募分(新規) 
 

若手研究（Ａ） 

 

・全研究課題 

 (新規・継続) 

 
 

 
若手研究（Ｂ） 

 

 

・22年度以前採択 

 研究課題(継続) 

 

・23年度採択研究 

 課題(継続) 

・ 回公募分今 (新規)  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）科研費による補助の対象とならない経費について（公募要領 P35（文科）、P29（学振）） 

平成２３年度の「使用ルール（補助条件）」の変更に伴い、科研費による補助の対象とならない経

費として以下の経費を追記しました。 

 

（参考）平成２４年度公募要領（抜粋） 

  

２）対象とならない経費 

次の経費は対象となりません 

ウ 研究代表者又は研究分担者の人件費・謝金 

 

 

 

 

 

（３）「系・分野・分科・細目表」の一部変更（公募要領 P68～85（文科）、P31～53（学振）） 

科学技術・学術審議会学術分科会科学研究費補助金審査部会において審議を行い、「系・分野・分科・

細目表」の一部を変更しました。具体的な内容は以下のとおりです。 

 

分野「複合新領域」に、分科「量子ビーム科学」、細目「量子ビーム科学」を追加しました。 

 

 

 

 

 

 

  

分野 分 科 細 目 名 キーワード 

複合新

領域 

量 子 ビ ー

ム科学 
量子ビーム科学 

(A)加速器要素技術開発、(B)放射光、(C)中性子、(D)ミュオ

ン、(E)電子・陽電子、(F)レーザー、(G)ニュートリノ、(H)

イオンビーム、(J)陽子ビーム、(K)量子ビーム測定手法、(L)

データ処理・解析手法、(M)量子ビーム産業応用、(N)量子ビ

ーム医療応用、(P)小型量子ビーム発生技術 

 



 

＜日本学術振興会交付分に関する事項＞ 

（１）特別推進研究の応募総額の取扱いを明確化（公募要領 P9（学振）） 

応募総額に上限、下限は設けられていない特別推進研究について、例えば人文・社会系分野の研究課

題など、多額の研究費を要しない研究計画でも応募が可能であることを明確にするため、記載内容を一

部変更しました。 
 

（参考）平成２４年度公募要領（抜粋） 

 

        

 

① 特別推進研究 〔科学研究費補助金〕  

                           

ア）対  象  国際的に高い評価を得ている研究をより一層推進するために、研究費を重点的に 

       交付することにより、格段に優れた研究成果が期待される一人又は比較的少人数の  

研究者で組織する研究計画 

 

イ）応募総額（研究期間全体での総額。以下同じ） 

        １研究課題の応募金額の総額は、５億円程度までを上限の目安としますが、真に 

必要な場合には、それを超える応募も可能です。また、下限については制限は設け 

ません。 

        ※ 応募金額の総額が５億円を超える研究計画の取扱い 

応募総額が５億円を超える場合、必要とする理由を研究計画調書の該当欄 

に詳細に記入していただき、その適切性等について、特に厳正な審査を行い 

ます。 

        ※ 応募総額の下限について 

国際的に高い評価を得ている研究をより一層推進し、格段に優れた研究成 

果を期待する研究種目であって、応募総額に下限を設けていません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）東日本大震災の影響を受けた研究代表者の重複応募制限の特例（公募要領 P17（学振）） 

平成２４年度以降に研究期間が継続する研究課題（継続研究課題）の研究代表者が、東日本大震災の

影響により当該継続研究課題の研究計画を再構築することを希望する場合に、平成２３年１０月１３日

（木）（必着）までに様式Ｕ－２「東日本大震災の影響に係る状況報告書」を提出した上で、新しい研

究課題を応募できるように特例を設けました。 

 

（参考）平成２４年度公募要領（抜粋） 

（東日本大震災の影響を受けた研究代表者の重複応募制限の取扱い） 

 

① 平成２４年度以降に研究期間が継続する研究課題（継続研究課題）の研究代表者が、東日本大

震災の影響により当該継続研究課題の研究計画を再構築することを希望する場合には、平成２３

年１０月１３日（木）（必着）までに、様式Ｕ－２「東日本大震災の影響に係る状況報告書」を

提出した上で、新しい研究課題を応募することができます。 

なお、１つの継続研究課題を基に、この特例により新たに応募できる課題数は、１課題に限

ります。 

 

 



② 新たに応募しようとする研究課題と、その基となる当該継続研究課題との間において重複応

募制限は適用されません。 

  ただし、これらの研究課題と、同一の研究代表者による他の応募研究課題（継続研究課題を

含む。）との間においては、重複制限が適用されます。 

 

③ 当該新規応募研究課題が採択された場合には、その基となった継続研究課題に係る平成２４

年度の科研費は原則として交付されず、交付された場合であっても、全額返還することとなりま

す。 

なお、当該新規応募研究課題が不採択となった場合には、当該継続研究課題の研究計画を見直

すことで当初の研究目的達成が見込まれるのであれば、当該継続研究課題を継続して実施するこ

とができます 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

様式Ｕ－２【記入例】 平成２３年○○月○○日

東日本大震災の影響に係る状況報告書

機関番号 12345 研究者番号 10987654

〔 〕○○大学○○学部・教授 ○○ ○○ 印

東日本大震災の影響により、平成２４年度以降に研究期間が継続する研究課題（継続研究課題）の研

、 。究計画を再構築することを希望しますので 東日本大震災の影響に係る状況を報告いたします なお

当該継続研究課題を基に応募できる課題は１課題であることを承知しています。

、

(１)東日本大震災の影響があった継続研究課題について

研究種目 基盤研究（Ｃ） 課題番号 ○○○○○○○○

研究課題名 ○○○○○に関する研究

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度

交付決定(予定)

額 直接経費 1,000,000 900,000 800,000 800,000

(２)新たに応募しようとする研究課題について（一課題のみ）

（※本欄に記載した研究種目以外で重複応募制限に該当する場合には審査に付されませんので注意してください ）。

一般研究種目 基盤研究（Ｃ） 審査区分

研究課題名 ●●●●●と○○○○○に関する研究

平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

応募予定額

直接経費 1,500,000 1,500,000 1,000,000 1,000,000

(３)東日本大震災の影響に係る状況及び研究計画を再構築する必要性について

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

 

 



例１）基盤研究（Ｃ）（平成２２年度～平成２４年度）１件の継続課題があり、再構築を望む場合 

平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度

採択の場合

不採択の場合

基盤研究（Ｃ）

基盤研究（Ｃ）

基盤研究（Ｃ） 基盤研究（Ｃ）

基盤研究（Ｃ）

重複応募制限対象外

 
 

 

例２）基盤研究（Ｂ）（平成２２年度～平成２４年度）１件の継続課題があり、再構築を望み、 
        さらに新規に別の研究種目を応募する場合（重複応募制限に抵触しない例） 

平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度

※新規応募

２件とも採択の場合

挑戦的萌芽研究のみ採択の場合

２件とも不採択の場合

基盤研究（Ｂ）

基盤研究（Ｂ）

挑戦的萌芽研究

重複応募制限対象外

重複応募制限対象

基盤研究（Ｂ） 基盤研究（Ｂ）

挑戦的萌芽研究

基盤研究（Ｂ）

挑戦的萌芽研究

基盤研究（Ｂ）



例３）基盤研究（Ａ）（平成２２年度～平成２４年度）１件の継続課題があり、再構築を望み、 
   さらに新規に別の研究種目を応募する場合（重複応募制限に抵触する例） 

平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度

※新規応募

基盤研究（Ａ）

基盤研究（Ｓ）

基盤研究（Ａ）

重複応募制限対象外

重複応募制限対象
重複応募制限の対象となる為、

応募できません

 
 
 
例４）基盤研究（Ｂ）（平成２２年度～平成２４年度）と挑戦的萌芽研究（平成２３年度～平成２４ 

年度）の２件の継続課題があり、２件とも再構築を望む場合 

平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度

２件とも採択の場合

基盤研究（Ａ）のみ採択の場合

２件とも不採択の場合

基盤研究（Ｂ）

挑戦的萌芽研究

基盤研究（Ａ）

挑戦的萌芽研究

基盤研究（Ｂ） 基盤研究（Ａ）

挑戦的 挑戦的萌芽研究

基盤研究（Ｂ） 基盤研究（Ａ）

挑戦的萌芽研究

基盤研究（Ｂ）

挑戦的萌芽研究

重複応募制限対象外

重複応募制限対象

 

 

  



２．科研費に応募するにあたって留意する事項 

＜応募者において特に留意する事項＞ 

（１）研究計画最終年度前年度の応募について（公募要領 P17（学振）） 

○最終年度前年度応募が可能となるのは、研究期間が４年以上（育休等に伴う中断により研究期間が

延長されたものを除く）で、平成２４年度が研究期間の最終年度に該当する研究課題（継続課題）

です。 

○最終年度前年度応募により新たに応募することができる研究種目は、「特別推進研究」、「基盤研

究」です。ただし、「若手研究（Ｓ・Ａ・Ｂ）」の研究課題を基に、新たに応募することができる

研究種目は、「基盤研究」のみとなります。 

○最終年度前年度応募により採択された場合、その基となった継続課題の平成２４年度分補助金は原

則として交付しません。交付した場合であっても全額返還することとなりますので、新規応募課題

の経費には予め当該継続課題の実施に必要な経費の一部を含めて計上してください。 

○研究代表者は、当該継続課題の研究成果報告書を、研究成果の取りまとめができ次第速やかに提出

しなければなりません。（提出期限は平成２５年６月３０日まで）  

 

（研究計画最終年度前年度の応募の具体例） 

 



 

 



 



（２）若手研究（Ａ・Ｂ）の受給回数制限について（公募要領 P11（学振）） 

平成２２年度公募から、若手研究（Ｓ・Ａ・Ｂ）を通じた受給回数の制限を導入し、若手研究（Ｓ・

Ａ・Ｂ）を通じて、２回までに限りいずれかの研究種目を受給できることとしています。 
なお、平成２５年度公募までの間、次の経過措置を設けることとしています。 
既に若手研究（Ｓ・Ａ・Ｂ）の受給回数が２回以上の場合であっても、年齢制限の範囲内であれば、

経過措置の設定期間内において若手研究（Ａ・Ｂ）のいずれかの研究種目に応募し、１回受給すること

ができます。 
 

平成２４年度公募に応募する際の例

年度 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度

平成２１年度以前に受給がなく、平成２２年度以降に１回目を受給している場合

平成２１年度以前に２回受給があり、平成２２年度に経過措置で受給している場合

平成２１年度以降に２回目を受給している場合

平成２１年度以前に２回受給があり、これまで経過措置で受給を１回も受けていない場合

例１）

例２）

例３）

例４）

若手研究（Ｂ）１回目 若手研究（Ｂ）２回目 若手研究（Ｂ）３回目 若手研究（Ａ）４回目

若手研究（Ｂ）１回目 若手研究（Ｂ）２回目 若手研究（Ａ）３回目

若手研究（Ｂ）１回目 若手研究（Ｂ）２回目 若手研究（Ａ）３回目 若手研究（Ａ）４回目

経過措置期間

若手研究（Ａ）３回目若手研究（Ｂ）１回目 若手研究（Ｂ）２回目

 
 

（参考）平成２４年度公募要領（抜粋） 

 

⑤ 若手研究（Ａ・Ｂ） 〔若手研究（Ａ）：科学研究費補助金〕 

          〔若手研究（Ｂ）：学術研究助成基金助成金〕 

                           

オ）留意事項  「受給(注)回数制限」と経過措置について 

平成２２年度公募から、若手研究（Ｓ・Ａ・Ｂ）を通じた受給回数の制限を導

入し、若手研究（Ｓ・Ａ・Ｂ）を通じて、２回までに限りいずれかの研究種目を

受給できることとしています。 

 なお、平成２５年度公募までの間、次の経過措置を設けることとしています。 

 

○ 既に若手研究（Ｓ・Ａ・Ｂ）の受給回数が２回以上の場合であっても、年齢

制限の範囲内であれば、経過措置の設定期間内において若手研究（Ａ・Ｂ）のい

ずれかの研究種目に応募し、１回受給することができます。 

 

 

（注）ここでいう「受給」とは、若手研究（Ｓ・Ａ・Ｂ）として採択され、「交付決定を受けること」

をいいます。 

また、研究期間が複数年度にわたる研究課題については、同一の課題番号で複数回交付決定を受



 けた場合であっても「受給回数１回」とします。 

したがって、例えば、研究者Ａが「若手研究（Ｂ）（課題番号：15******）」で平成１５年度か

ら平成１６年度に研究を行い、かつ、「若手研究（Ａ）（課題番号：18******）」で平成１８年度

から平成２１年度に研究を行っている場合は、「受給回数２回」ということになります。 

なお、次の場合は、いずれも「受給回数１回」とします。 

・交付決定を受けた後、研究期間の途中に交付申請の辞退又は研究廃止をした場合 

・平成１８年度科学研究費補助金「特別研究促進費（年複数回応募の試行）」のうち「若手研究」

相当の研究計画として応募し、採択され、交付決定を受けた場合 

 

    （参考）次の場合には「受給回数」に含まれませんので御留意下さい。 

・新規応募研究課題の交付内定を受けた後、交付申請を辞退し、交付決定を受けなかった場合（交

付申請を留保した後、辞退する場合も含む）には「受給回数」に含めません。 

・平成１４年度の「若手研究（Ｂ）」の継続研究課題（平成１３年度に「奨励研究（Ａ）」として

新規採択された課題で、課題番号が「13******」となっているもの）については、交付決定を受

けたとしても「受給回数」に含めません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）時限付き分科細目の応募に関する注意点（公募要領 P29（学振）） 

「時限付き分科細目」は、基盤研究(C)についてのみ適用される分科細目であり、学術研究の動向に柔

軟に対応するため、「設定期間」を設けて応募を受け付ける審査分野のことです。 

 この「設定期間」は、日本学術振興会が新規の研究課題の応募を受け付ける期間のことを指します。

例えば「設定期間」が平成２３年度～２５年度の「細目番号９０４４・観光学」であれば、平成２５年

度公募まで新規課題の公募を行うということになります。つまり「設定期間」というのは、あくまで公

募を行う期間であり、必ずしもこの期間内に研究を終わらせなければならない、ということではありま

せんのでご注意ください。 

 なお、設定期間については、見直しが行われる場合があります。 

 
 

例）細目番号９０４４・観光学 

    設定期間：平成２３年度～２５年度 
 

24年度 

  

 

25年度 

 

 

 

 

 

 

 

 

26年度 

 

 

 

 

 

 

 

 

27年度 

 

28年度 

 

 

 

        ←２年以下の応募はできない 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

←３年間の研究計画 

 

←４年間の研究計画   OK

 

←５年間の研究計画 

 



 

（参考）平成２４年度公募要領（抜粋） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

④ 応募に際して、次のとおり審査希望分野を選定すること。 

2) 「基盤研究」（審査区分「一般」）、「挑戦的萌芽研究」及び「若手研究（Ａ・Ｂ）」

に応募する場合 

「時限付き分科細目」について（「基盤研究（Ｃ）」における特例） 

学術研究の動向に柔軟に対応するため、設定期間を限って流動的に運用する「時限付

き分科細目」（33～37 頁参照）を「細目表」の別表として設けています。「基盤研究（Ｃ）」

についてのみ、この「時限付き分科細目表」から審査希望分野として１分野を選定でき

ます。なお、研究期間は分野の設定期間にかかわらず、３～５年間となります。 

 



＜研究機関において特に留意する事項＞ 
 

（１）研究者情報の e-Rad への登録 （公募要領 P39（文科）、P57（学振）） 
 

   応募しようとする研究代表者のほか、研究組織を構成する研究分担者及び連携研究者は、e-Radに

「科研費の応募資格有り」として研究者情報が登録されている者でなければなりません。 

   応募に当たって必要な研究者情報の登録（更新）は、所属研究機関の担当者が e-Rad を利用し、手

続きを行うことになります。 

 

  ※ 既に研究者情報が登録されている者であっても、登録内容（「所属」、「職」等）に修正すべき事項

がある場合には、正しい情報に更新する必要があります。 

  ※ 研究者情報の登録（更新）は随時行うことができますが、応募書類には提出期限がありますので、

十分に余裕を持って作成・提出（送信）ができるよう、早めに手続きを完了するようにしてください。  

  ※ 本手続きについては、応募に当たって研究機関内での取りまとめに支障を来たさないよう、研究

機関が行う重要手続きの一つとして位置付け、諸手続（研究機関内での周知等も含む。）を行うよ

うにしてください。 

  ※ なお、研究者情報の具体的な登録方法については、e-Rad の「所属研究機関用マニュアル（科研費

の研究機関用）」を確認してください。 
 

 

【参考】〔e-Rad 研究者情報登録画面〕

 

研究者が応募書類を作成できるようにするには、 

応募資格(*)を確認した後、このチェックボックスに 

チェックを入れる必要があります。 

 
 

（参考）科研費の「応募資格」について （公募要領 P38（文科）、P56（学振）） 
  

  ① 応募時点において、所属する研究機関(注)から、次のア、イ及びウの要件を満たす研究者で    

あると認められ、e-Rad に「科研費の応募資格有り」として研究者情報が登録されている研 

究者であること 
 

＜要件＞ 

   ア 研究機関に、当該研究機関の研究活動を行うことを職務に含む者として、所属する者 

       （有給・無給、常勤・非常勤、フルタイム・パートタイムの別を問わない。また、研究 

   活動そのものを主たる職務とすることを要しない。）であること 
 

     イ 当該研究機関の研究活動に実際に従事していること（研究の補助のみに従事している 

   場合は除く。） 
 

   ウ 大学院生等の学生でないこと（ただし、所属する研究機関において研究活動を行うこ 

   とを本務とする職に就いている者（例：大学教員や企業等の研究者など）で、学生の身 

   分も有する場合を除く。） 

 

 

 



② 科研費やそれ以外の競争的資金で、不正な使用、不正な受給又は不正行為を行ったとして、 
     平成２４年度に、「その交付の対象としないこと」とされていないこと 
 

(参考) 研究機関が満たさなければならない要件 

・科研費が交付された場合に、その研究活動を、当該研究機関の活動として行わせること 

・科研費が交付された場合に、機関として科研費の管理を行うこと 

 
 

 

 

（２）研究機関に属している研究者についてのＩＤ・パスワードの確認  

    （公募要領 P40（文科）、P58（学振）） 

 

研究者が科研費に応募するためには、e-Radにログインした上で「日本学術振興会科学研究費助成

事業電子申請システム」（以下「電子申請システム」という。）にアクセスして手続きを行うこととし

ております。 

このため、研究者は、e-RadのＩＤ・パスワードを保有していなければなりません。 

研究機関は、応募を予定している研究者でＩＤ・パスワードを有していない者がいる場合には、次

のような対応をしてください。 

 

① 研究機関用の電子証明書及びＩＤ・パスワードの取得について 

研究機関用の電子証明書及びＩＤ・パスワードを取得されていない場合には、まず、e-Rad ポー

タルサイトより登録様式をダウンロードし、書面により登録申請を行ってください。 

 

※ e-Rad の電子証明書及びＩＤ・パスワードの取得については、e-Rad ホームページ「システム

利用に当たっての事前準備」（http://e-rad.go.jp/shozoku/system/index.html）でご確認くだ

さい。 

※ 登録申請から「研究機関用のＩＤ・パスワード」が到着するまで、おおよそ２週間程度かかり

ます。 

 

② 応募を予定している研究者に対するＩＤ・パスワードの付与 

各研究者のＩＤ・パスワードは、e-Radに研究者情報を登録することにより発行されます。具体

的な付与の方法については、e-Radの「所属機関用マニュアル（科研費の研究機関用）」を確認し

てください。 

 

※ 一度付与した研究者のＩＤ・パスワードは、研究機関を異動しない限り使用可能です。 

特に、応募を予定している研究者が他の研究機関からの異動者である場合は、あらためて所属す

る研究機関が付与する必要があります。 
 

※ e-Rad の操作マニュアルは、必ず最新版を取得して利用してください。 

 

  



 

（３）「研究機関における公的研究費の管理・監査のガイドライン（実施基準）」に基づく「体制整備等の

自己評価チェックリスト」の提出について （公募要領 P40～41（文科）、P58～59（学振）） 

 

研究者が作成する応募書類以外に、研究機関が作成・提出する書類として、「研究機関における公

的研究費の管理・監査のガイドライン（実施基準）に基づく体制整備等の自己評価チェックリスト」

（以下、「チェックリスト」という。）がありますので、平成２３年１０月７日（金）までにe-Radに

より「文部科学省研究振興局振興企画課競争的資金調整室」に提出してください。 

なお、別途、電子申請システムにより応募書類の提出に当たって必要な手続きを進められますが、

当該チェックリストの提出がない場合には、当該研究機関に所属する研究者の応募が認められません

ので、十分にご注意ください。 

 また、e-Rad を使用したチェックリストの提出方法や様式等については、別途、文部科学省研究振

興局振興企画課競争的資金調整室から、各研究機関（e-Rad に登録された事務代表者のメールアドレ

ス）宛に電子メールで通知する予定です。 

 

※ チェックリストを提出した後、e-Radに当該チェックリストの提出状況が反映されるまで概ね

１週間程度かかる場合がありますので、余裕をもって提出するようにしてください。 
 

※ チェックリストを提出する際は、最新のものであることを必ず確認してください。 

 

※ 平成２３年４月以降に文部科学省または文部科学省が所管する独立行政法人から配分される競争的

資金等の応募の際に、e-Rad を経由して既に同チェックリストを提出している場合は、あらためて提出

する必要はありません。 

 

 

＜問い合わせ先＞ 

（ガイドラインの様式・提出等について） 

 文部科学省 研究振興局 振興企画課 競争的資金調整室 

 e-mail: kenkyuhi@mext.go.jp 

【ＵＲＬ】http://www.mext.go.jp/a_menu/kansa/08122501.htm 

 


